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同一周波数を使用する5G相互間

• 電波伝搬モデルについて
• 電波伝搬モデル

• 基本的にサービスエリアが重なることはないため、NLOS伝搬モ
デルの適用が望ましい

• 【過去実績】 地域BWA（2.5GHz帯）でも、NLOS伝搬モデルを適用

• 28GHz帯で適用可能なNLOS伝搬モデル
• モンテカルロ・シミュレーションで使用されるITU-R P.1411を適用

※）LOS：Line of Sight（見通し内）
NLOS：Non Line of Sight（通し外）
MWA：Mobile Wireless Access
FWA：Fixed Wireless Access

干渉の組合せ
LOS伝搬モデル NLOS伝搬モデル

屋外⇒屋内※） 屋内⇒屋内 屋外⇒屋外

基地局⇔移動局 間 自由空間伝搬モデル ITU-R P.1411 Over roof-topモデル

基地局⇔基地局 間 自由空間伝搬モデル
ITU-R P.1411 Over roof-topモデル
（ITU-R P.1411 Street canyonモデル）

移動局⇔移動局 間 自由空間伝搬モデル ITU-R P.1411 Terminal間モデル

干渉の組合せ NLOS伝搬モデル 備考

基地局⇔移動局 間 MWAベースのNLOS伝搬モデル ITU-R M.1225

基地局⇔基地局 間 FWAベースのNLOS伝搬モデル Extended-Hata（郊外地）モデル

移動局⇔移動局 間 MWAベースのNLOS伝搬モデル ITU-R Doc 8F/914

※） 必要な際には、「屋外⇒屋内」条件においてもNLOS伝搬モデルによる評価を行なう

非同期

非同期
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• 干渉検討のモデル化
• 屋外（敷地内）・屋内（建物内）利用を考慮して3ﾊﾟﾀｰﾝ

• 基地局⇔移動局

• 基地局⇔基地局

• 移動局⇔移動局

同一周波数を使用する5G相互間

空
中

線
高

空
中

線
高

水平距離

基地局 移動局

建物侵入損※）

屋外 屋外
空中線指向特性

基地局 移動局

屋外

基地局 移動局

屋内 屋内屋内

建物侵入損
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基地局 基地局

屋外 屋外

基地局

屋外

基地局

屋内 屋内屋内

空
中

線
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空
中

線
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移動局 移動局

屋外 屋外 屋外 屋内 屋内屋内

建物侵入損

建物侵入損

建物侵入損※）

建物侵入損※）

基地局 基地局

移動局 移動局 移動局 移動局

同期ｼｽﾃﾑ

非同期

非同期
※）屋内⇒屋内においては、

隣室／別建物について
も必要に応じて検討する
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の組合せ
• 28GHz帯（100MHz～400MHz帯域幅）

• 【参考】ネットワーク同期について（基本的な考え方）
• TDDシステムにおける5G事業者の相互間での運用手法

• 同一周波数を使用する5G相互間・・・離隔距離が小さくなる

• 隣接周波数を使用する5G相互間・・・ガードバンド0MHz運用が可能

• システム同期を取る方法
• 無線システムが同じ（＝5Gシステム）

• 上り／下りリンクの時間比率を同じ割合に設定

• 送受信タイミングを時間的に合わせる（GPS基準信号を利用）

与干渉
被干渉

基地局↓ 陸上移動局↓

基地局 ○ ※非同期 ○（同期/非同期）

陸上移動局 ○（同期/非同期） ○ ※非同期
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：同期システム
与干渉

被干渉
基地局↓ 陸上移動局↓

基地局

屋外⇒屋外 屋外⇒屋内 屋内⇒屋内

100
MHz
幅

離隔9.8㎞＠
LOS

離隔90m
＠NLOS

離隔27m＠LOS
+建物損20.1dB

隣
室

離隔4.4m＠LOS
+建物損20.1dB

別
建
物

離隔2.7m＠LOS
+建物損40.2dB

200
MHz
幅

離隔6.9㎞
＠LOS

離隔81m
＠NLOS

離隔19m＠LOS
+建物損20.1dB

隣
室

離隔4.1m＠LOS
+建物損20.1dB

別
建
物

離隔2.4m＠LOS
+建物損40.2dB

400
MHz
幅

離隔4.9㎞
＠LOS

離隔65m
＠NLOS

離隔13m＠LOS
+建物損20.1dB

隣
室

離隔3.7m＠LOS
+建物損20.1dB

別
建
物

離隔2.1m＠LOS
+建物損40.2dB

陸上移動局

離隔12.5㎞
＠LOS

離隔104m
＠NLOS

離隔35m＠LOS
+建物損20.1dB

離隔6m＠NLOS
+建物損20.1dB

隣
室

離隔4.2m
＠LOS

+建物損20.1dB

別
建
物

離隔2.4m
＠LOS

+建物損40.2dB
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の過程と評価
• 基地局⇒移動局

6
m

1
.5

m水平距離

基地局 移動局

屋外 屋外

建物侵入損

基地局 移動局

屋外

基地局 移動局

屋内

屋内屋内

建物侵入損

10度

10度

90度

6
m

3
m

【NLOSモデルで干渉計算（屋外⇒屋外）】
与干渉局（基地局）が、目の前の建物よりも高い状態を想定したNLOS
計算結果。100m程度の離隔は共存可能な範囲と考えられる。

【NLOSモデルで計算（屋外⇒屋内）】
屋外⇒屋外と同条件のNLOS計算。建物侵
入損、アンテナ指向減衰の効果で距離が小
さくなっている。
104m ⇒ 6m

LOSモデルの計算結果（35m）と単純比較は
できないが、このケースでは、NLOS想定が、
より現実的と考えられる。

【LOSモデル（屋外⇒屋外）】
離隔10㎞規模でのLOS環境は現
実的ではないと考えられる

屋内環境において
は、更なる建物侵
入損の得られる壁
対策や、基地局の
送信電力、アンテ
ナ利得調整等で共
存は可能と考えら
れる。

（全て正対）

0度

90度

90度
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の過程と評価
• 移動局⇒基地局

6
m

1
.5

m 水平距離

移動局 基地局

屋外 屋外

建物侵入損

屋外 屋内

屋内屋内

建物侵入損

10度

90度

1
.5

m

移動局

3
m

1
.5

m

移動局 基地局

【LOSモデル（屋外⇒屋外）】
離隔5㎞～10㎞規模でのLOS環
境は現実的ではないと考えられる

【NLOSモデルで干渉計算（屋外⇒屋外）】
与干渉局（移動局）が、目の前の建物の陰になる状
態を想定したNLOS計算結果。
100m程度の離隔は共存可能な範囲と考えられる。

屋内環境において
は、更なる建物侵
入損の得られる壁
対策や、必要に応
じて移動局の送信
電力制御等の対
策を取ることで、共
存は可能と考えら
れる。

（全て正対）

0度

0度

90度

90度

3
m

基地局
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討のまとめ

結 論

基地局
↓

移動局

【屋外利用】
• 見通し外（NLOS）条件で100m

程度の離隔が必要
• 基地局アンテナの下向き設置

や高いアンテナ設置等で見通
し（LOS）条件とならないよう、サ
イトエンジニアリングの工夫をす
ることで、共存は可能と考えら
れる。

【屋内利用】
• 建物侵入損の効果で、より小さ

な離隔で共存可能と考えられ
る。

• なお、他事業者と近接で運用
する際には、十分な遮へい効
果の得られる壁対策や、基地
局送信電力、アンテナ利得・方
向等の調整で工夫を要する

移動局
↓

基地局

5G基地局（A免許人）

移動局

104m（NLOS）
基地局⇒移動局

5G基地局（B免許人）

ビル陰

サービスエリア
（通信可能エリア）

5G基地局（A免許人）

移動局

5G基地局（B免許人）

90m（NLOS）
移動局⇒基地局

ビル陰

サービスエリア
（通信可能エリア）
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同一周波数を使用する5G相互間

• 免許エリアの考え方（案）
• 通信可能エリアと通信外エリア

• 地域BWAの審査基準を参考に、5Gスペックを適用して表記

• 免許エリアと運用時の対応
• 敷地内・建物内に通信可能エリアが収まるように設計

• 壁・遮蔽物等の対策で干渉電力を抑えるとともに、隣接する
後発者との共存を図ること（免許エリア外の既得権益はない）

※）受信感度：規定の通信チャネル信号（QPSK、符号化率1/3）を最大値
の95％以上のスループットで受信するために必要な最小受信電力

5G基地局

通信外エリア
（許容干渉電力：-110dBm/MHz）

通信可能エリア
（受信感度） 移動局

周波数帯域

システム毎の受信感度（dBm）

100MHz
システム

200MHz
システム

400MHz
システム

28GHz帯 -79.0 -76.0 -73.0

敷地内 建物内
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非同期システムの検討進捗
同一周波数を使用する5G相互間

（今回の報告書の対象外）
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討状況：非同期システム
与干渉

被干渉
基地局↓ 陸上移動局↓

基地局

屋外⇒屋外 屋外⇒屋内 屋内⇒屋内

離隔3200m
＠LOS

離隔2570m
＠LOS+大気減

衰

離隔93m
＠NLOS

離隔28m
＠LOS

+建物損20.1dB

隣
室

離隔0.14m
＠LOS

+建物損20.1dB

別
建
物

離隔0.02m＠
LOS

+建物損40.2dB

陸上移動局

100
MHz
幅

離隔38㎞
＠LOS

離隔43m
＠NLOS

離隔51m＠LOS
離隔1.1m＠NLOS
+建物損20.1dB

離隔0.07m＠LOS
+建物損40.2dB

200
MHz
幅

離隔27㎞
＠LOS

離隔30m
＠NLOS

離隔36m＠LOS
離隔0.8m＠NLOS
+建物損20.1dB

離隔0.05m＠LOS
+建物損40.2dB

400
MHz
幅

離隔19㎞
＠LOS

離隔29m
＠NLOS

離隔26m＠LOS
離隔0.6m＠NLOS
+建物損20.1dB

離隔0.04m＠LOS
+建物損40.2dB
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の状況：計算の過程と評価
• 基地局⇒基地局

6
m

6
m

水平距離

基地局 基地局

屋外 屋外

10度 10度

基地局

屋外 屋内

建物侵入損

基地局

3
m6
m

10度 90度

基地局

屋内屋内

建物侵入損

基地局

3
m

3
m

90度90度

【LOSモデル（屋外⇒屋外）】
離隔3㎞規模でのLOS環境は現実
的ではないと考えられる

【NLOSモデルで干渉計算（屋外⇒屋外）】
与干渉局・被干渉局ともにビルの谷間にある状態を想
定したNLOS計算。（高さを考慮しない計算）

【NLOSモデルで干渉計算（屋外⇒屋外）】
与干渉局が、目の前の建物よりも高い状態を想定し
たNLOS計算。

100m規模の離隔は共存可能な範囲と考えられる。

屋内環境におい
ては、更なる建物
侵入損の得られ
る壁対策や、基
地局の送信電力
、アンテナ利得調
整等で共存は可
能と考えられる。

（全て正対）
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の状況：計算の過程と評価
• 移動局⇒移動局

1
.5

m

1
.5

ｍ水平距離

移動局 移動局

屋外 屋外

屋外 屋内

屋内屋内

建物侵入損

建物侵入損

移動局 移動局

移動局 移動局

【LOSモデル】
離隔20～40㎞規模でのLOS環境（屋外⇒屋外）
離隔20～50m規模でのLOS環境（屋外⇒屋内）
は現実的ではないと考えられる。

【NLOSモデルで干渉計算（屋外⇒屋外）】
与干渉局・被干渉局ともにビルの谷間にある状態を想
定したNLOS計算。
数十m程度の離隔は共存可能な範囲と考えられる。

【NLOSモデルで干渉計算（屋外⇒屋内）】
屋外⇒屋外のNLOS計算に建物侵入損やアンテナ指
向減衰の効果を加算した計算結果。
離隔としてはLOSの範囲であるが、NLOS想定が、より
現実的であると考えられる。

屋内環境におい
ては、更なる建
物侵入損の得ら
れる壁対策や、
必要に応じて移
動局の送信電
力制御等の対
策を取ることで、
共存は可能と考
えられる。

（全て正対）

0度

90度 90度

90度0度

0度
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討のまとめ（中間報告）
評価（中間）

基地局
↓

基地局

• 同期システム条件に加えて
• 基地局⇔基地局
NLOSで100m程度の離隔が

必要
LOS条件とならないよう高い

アンテナ高を避ける等、サイ
トエンジニアリングの工夫を要
する

移動局
↓

移動局

• 同期システム条件に加えて
• 移動局⇔移動局
NLOSで40m程度の離隔が

必要 ＝ 両免許人のサービ
スエリアの離隔距離に相当

サービスエリア間でLOS条件
とならないよう、サイトエンジ
ニアリングの工夫を要する

サービスエリア
（通信可能エリア）

5G基地局（A免許人）

移動局

5G基地局（B免許人）

43m（NLOS）
移動局⇔移動局

ビル陰

移動局

非同期運用については、『隣接周波数を使用する5G相互間』の
共用検討結果と組合せて判断する必要がある（ガードバンド）

5G基地局（A免許人）

93m（NLOS）
基地局⇔基地局

5G基地局（B免許人）

ビル陰

※2.5～3km（LOS）

サービスエリア
（通信可能エリア）
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非同期システムの検討進捗
隣接周波数を使用する5G相互間

（今回の報告書の対象外）
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の組合せ
• 28GHz帯（100MHz～400MHz帯域幅）

• 同期システム間
• 2018年6月の新世代モバイル通信システム委員会報告書にて検討

済み

• 非同期システム間

与干渉
被干渉

基地局↓ 陸上移動局↓

基地局 ○ ※）非同期

陸上移動局 ○ ※）非同期
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 干渉検討のモデル化
• 干渉シナリオ（最悪値条件）

• 電波伝搬モデル
干渉の組合せ 計算時の離隔距離 伝搬モデル

基地局⇔基地局 間

屋外⇒屋外 3m※1） 自由空間伝搬モデル

屋外⇒屋内
屋内⇒屋内

3m※1）、20m※2） 自由空間伝搬モデル

移動局⇔移動局 間 1m※2） 自由空間伝搬モデル

屋外⇒屋外 【敷地内】 屋外⇒屋内 ／ 屋内⇒屋内 【建物内】

モデル
（上から見

た図）

基地局

移動局

送信
（与干渉）

受信
（被干渉）

主ビーム方向 主ビーム方向

併設モデル※1）

干渉

送信
（与干渉）

受信
（被干渉）

主ビーム方向 主ビーム方向

正対モデル※2）

干渉

※1）参考：2013年7月、携帯電話等高度化委員会報告書（LTE-Advanced）

送信
（与干渉）

受信
（被干渉）

主ビーム方向 主ビーム方向

正対モデル※1・2）

干渉

※2）参考：2013年3月、携帯電話等高度化委員会報告書（BWA）
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の進捗状況：概要
与干渉

被干渉
基地局↓ 陸上移動局↓

基地局

屋外⇒屋外 屋外⇒屋内 屋内⇒屋内※

帯
域
内

-1.7dB（3m）
GB10MHz@100MHz
GB20MHz@200MHz
GB40MHz@400MHz

-1.6dB（3m）
GB1MHz

100MHz～400MHz

-6.9dB（3m）
GB0MHz

100MHz～400MHz

※）同一室内

帯
域
外

GB0MHz
-20.7dB@100MHz
-17.7dB@200MHz
-14.7dB@400MHz

GB0MHz
-28.6dB@100MHz
-25.6dB@200MHz
-22.6dB@400MHz

GB0MHz
-43.9dB@100MHz
-40.9dB@200MHz
-37.9dB@400MHz

陸上移動局

屋外⇒屋外 屋外⇒屋内 屋内⇒屋内

帯
域
内

+67.6dB（1m）
GB250MHz@100MHz

+67.6dB（1m）
GB500MHz@200MHz

+67.6dB（1m）
GB1000MHz@400MHz

+10.2dB（1m）
GB250MHz@100MHz

+10.1dB（1m）
GB500MHz@200MHz

+10.1dB（1m）
GB1000MHz@400MHz

同一建物・隣室（1m）
GB0MHz

100MHz～400MHz

同一室内（1m）
GB10MHz@100MHz
GB20MHz@200MHz
GB40MHz@400MHz

帯
域
外

46.6dB
100MHz～400MHz

GB0MHz（-10.8dB）
100MHz～400MHz

同一建物・隣室（1m）

GB0MHz（-48.2dB）
100MHz～400MHz

同一室内（1m）
GB0MHz（-28.1dB）
100MHz～400MHz

【屋外⇒屋外】
大きな干渉量が残るため、モンテカルロ・
シミュレーションによる干渉発生の確率的な
検討が必要（帯域外干渉）

【屋外⇒屋外】 【屋外⇒屋内】
大きな干渉量が残るため、モンテカルロ・
シミュレーションによる干渉発生の確率的な
検討が必要（帯域内干渉）
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隣接周波数を使用する5G相互間

• モンテカルロシミュレーションによる確率的な検討
• [移動局⇒移動局]条件において適用した評価手法

• 陸上移動局（被干渉局）の周囲、半径100m内に、同一タイミングで送信
する複数の陸上移動局（与干渉局）をランダムに配置し、これら複数の与
干渉局から被干渉局に到達する合計の干渉電力を計算する。陸上移動
局の配置パターンを変化させて複数回の計算を実施し、合計の干渉電力
の値が被干渉局の許容干渉電力を超える確率が3％以下となる条件にお
いて、必要なガードバンドを求める。

• 主なパラメータ※１）※２）

• 評価半径：0.1㎞
• アクティブな与干渉局：50台/㎞2

モンテカルロ・シミュレーションによる干渉検討のイメージ

※1）参考：2013年7月、携帯電話等高度化委員会報告書（LTE-Advanced）
・アクティブな与干渉局：40.62台/㎞2

※2）参考：ITU-Rの共用検討に基づく設定（Document 5-1/36-E）
・基地局密度：30台/㎞2
・移動局密度：100台/㎞2
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の状況：計算の過程と評価
• 基地局（屋外）⇒基地局（屋外）：3m

【帯域内干渉 100MHzシステム】
併設モデルでは、3mの離隔においても、十分なアン
テナ指向減衰等が得られるため、GB10MHzで所要改
善量がマイナスとなり、共存は可能と考えられる。

【帯域内干渉 200MHzシステム】
併設モデルでは、3mの離隔においても、十
分なアンテナ指向減衰等が得られるため、
GB20MHzで共存は可能と考えられる。

【帯域内干渉 400MHzシステム】
併設モデルでは、3mの離隔においても、十
分なアンテナ指向減衰等が得られるため、
GB40MHzで共存は可能と考えられる。

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、
GB0MHzで共存は可能と考えら
れる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の状況：計算の過程と評価
• 基地局（屋外）⇒基地局（屋内）：3m

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、
GB0MHzで共存は可能と考えら
れる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、建物侵入損やアンテナ
指向減衰の効果により、GB1MHzで所要改善量がマイ
ナスとなり、GB1MHzで共存は可能と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の状況：計算の過程と評価
• 基地局（屋外）⇒基地局（屋内）：20m

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、
GB0MHzで共存は可能と考えら
れる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、建物侵入損やアンテナ
指向減衰の効果により、GB1MHzで所要改善量がマイ
ナスとなり、GB1MHzで共存は可能と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の状況：計算の過程と評価
• 基地局（屋内）⇒基地局（屋外）：3m

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、
GB0MHzで共存は可能と考えら
れる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、建物侵入損やアンテナ
指向減衰の効果により、GB1MHzで所要改善量がマイ
ナスとなり、GB1MHzで共存は可能と考えられる。



25P.

隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の状況：計算の過程と評価
• 基地局（屋内）⇒基地局（屋外）：20m

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、
GB0MHzで共存は可能と考えら
れる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、建物侵入損やアンテナ
指向減衰の効果により、GB0MHzで所要改善量がマイ
ナスとなり、GB0MHzで共存は可能と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の状況：計算の過程と評価
• 基地局（屋内）⇒基地局（屋内）：3m、別建物

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、
GB0MHzで共存は可能と考えら
れる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、建物侵入損やアンテナ
指向減衰の効果により、GB0MHzで所要改善量がマイ
ナスとなり、GB0MHzで共存は可能と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の状況：計算の過程と評価
• 基地局（屋内）⇒基地局（屋内）：3m、同一建物・隣室

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、
GB0MHzで共存は可能と考えら
れる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、建物侵入損やアンテナ
指向減衰の効果により、GB0MHzで所要改善量がマイ
ナスとなり、GB0MHzで共存は可能と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の状況：計算の過程と評価
• 基地局（屋内）⇒基地局（屋内）：3m、同一室内

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、
GB0MHzで共存は可能と考えら
れる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、建物侵入損やアンテナ
指向減衰の効果により、GB0MHzで所要改善量がマイ
ナスとなり、GB0MHzで共存は可能と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の状況：計算の過程と評価
• 移動局（屋外）⇒移動局（屋外）：1m

【帯域内干渉】
最悪値条件では大きな干渉量が残るため、モンテカルロ・シミュレーションによる確率的な評
価を実施。アクティブアンテナの指向減衰効果より、いずれのシステムにおいてもGB1MHz
で3％を下回るため、GB1MHzで共存は可能と考えられる。
（オムニアンテナによる計算では、いずれも98～99％）

【帯域外干渉】
最悪値条件では大きな干渉量が残るため、モン
テカルロ・シミュレーションによる確率的な評価を
実施。いずれのシステムにおいてもGB1MHzで3
％を下回るため、GB1MHzで共存は可能と考えら
れる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の状況：計算の過程と評価
• 移動局（屋外）⇒移動局（屋内）：1m

【帯域内干渉】
[屋外⇒屋外]モデルよりも干渉検討条件が楽になるため、これ以上の評価は省略できると
考えられるが、[屋外⇒屋内]モデルを想定したモンテカルロ・シミュレーションを実施した。
与干渉局の送信電力を建物侵入損分（20dB）小さくし、被干渉局側を屋内利用に見立て
て計算した結果、いずれのシステムにおいてもGB1MHzで3％を下回るため、GB1MHzで共
存は可能と考えられる。

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、
GB0MHzで共存は可能と考えら
れる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の状況：計算の過程と評価
• 移動局（屋内）⇒移動局（屋内）：1m、別建物

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、
GB0MHzで共存は可能と考えら
れる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、建物侵入損やアンテナ
指向減衰の効果により、GB0MHzで所要改善量がマイ
ナスとなり、GB0MHzで共存は可能と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の状況：計算の過程と評価
• 移動局（屋内）⇒移動局（屋内）：1m、同一建物・隣室

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、
GB0MHzで共存は可能と考えら
れる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、建物侵入損やアンテナ
指向減衰の効果により、GB0MHzで所要改善量がマイ
ナスとなり、GB0MHzで共存は可能と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討の状況：計算の過程と評価
• 移動局（屋内）⇒移動局（屋内）：1m、同一室内

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、
GB0MHzで共存は可能と考えら
れる。

【帯域内干渉】
同一室内においても、アンテナ指向減衰の効果により、システム毎に
GB10～40MHzで所要改善量がマイナスとなるため、GB10～40MHzで
共存は可能と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

計算結果 評価中

帯域内干渉

[屋外⇒屋外]
GB10MHz（100MHzシステム）
GB20MHz（200MHzシステム）
GB40MHz（400MHzシステム） 基地局間においては、各システ

ム毎に10MHz～40MHzのガード
バンドを設けることで共存は可能
と考えられる

[屋外⇒屋内]
GB1MHz（100～400MHzシステム）

[屋内⇒屋内]
GB0MHz（100～400MHzシステム）

帯域外干渉 いずれのケースにおいてもGB0MHz

計算結果 評価中

帯域内干渉

[屋外⇒屋外] [屋外⇒屋内]
• 最悪値条件：干渉量が大きく評価が困難
• 確率的な検討（モンテカルロシミュレーション）
GB1MHz（100～400MHzシステム）

[屋内⇒屋内]
• 最悪値条件（同一室内において）
GB10MHz（100MHzシステム）
GB20MHz（200MHzシステム）
GB40MHz（400MHzシステム）

移動局間においては、屋外
を伴う条件では、ガードバン
ド1MHzで共存可能と考えら
れるが、同一室内での利用
を考慮すると、基地局間の
場合と同様、システム毎に
10MHz～40MHzのガードバ
ンドを設ける必要があると考
えられる

帯域外干渉
[屋外⇒屋外] GB1MHz（モンテカルロシミュレーション）
[屋外⇒屋内] GB0MHz（最悪値条件）
[屋内⇒屋内] GB0MHz（最悪値条件）

• 共用検討のまとめ（中間報告）
• 基地局⇔基地局

• 移動局⇔移動局

現時点では、
システム毎に
必要なガードバンド
を設ける方向
GB10MHz（100MHz）
GB20MHz（200MHz）
GB40MHz（400MHz）
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参考資料
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干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 28GHz帯
• 基地局（スモールセル局）

スモールセル局の空中線指向特性（参考）

スモールセル局（送信側）

スモールセル局（受信側）

スモールセル局の空中線指向特性（チルト10度）※）出典：2018年6月、新世代モバイル通信システム委員会報告書から

垂直面 水平面

垂直面 水平面
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干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 28GHz帯
• 基地局（スモールセル局）

スモールセル局の空中線指向特性（チルト90度の瞬時値、勧告ITU-R M.2101ベース）
※）正対モデルとして水平面指向特性を考慮せず

垂直面 水平面
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←天頂 地表→水平（90度）
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干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 28GHz帯
• 陸上移動局

陸上移動局の空中線指向特性（チルト0度）

※）出典：2018年6月、新世代モバイル通信システム委員会報告書から

陸上移動局（送信側）

陸上移動局（受信側）

（800MHz）
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干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 28GHz帯
• 陸上移動局

垂直面 水平面
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←天頂 地表→
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陸上移動局の空中線指向特性（チルト90度の瞬時値、勧告ITU-R M.2101 ベース）
※）正対モデルとして水平面指向特性を考慮せず

水平（90度）
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干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 勧告ITU-R P.2109に基づく28GHz帯の建物侵入損
• 検討モデルに応じて「付加損失」として考慮

※）出典：2018年6月、新世代モバイル通信システム委員会報告書から
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干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 勧告ITU-R P.676に基づく大気減衰
• 伝搬モデルで条件に応じて適用

• 0.09dB/km（28GHz、大気圧、気温15℃、湿度58％）
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干渉検討モデルの電波伝搬モデル
• 勧告ITU-R P.1411

• ①street canyonモデル
• 4.1 Models for propagation within street canyons

• 同一周波数を使用する5G相互間の干渉検討の内、[基地局⇔基地局]条件で適用

【計算条件】
[基地局⇔基地局]
W1：30m
W2：30m
X1：100m
X2：100m
α：90度
d corner：30m
L corner：20dB

※）出典：Recommendation ITU-R P.1411-9（06/2017）より
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干渉検討モデルの電波伝搬モデル
• 勧告ITU-R P.1411

• ①street canyonモデル
• 4.1 Models for propagation within street canyons
• 4.1.2 Site-specific model for LoS situation

※）出典：Recommendation ITU-R P.1411-9（06/2017）より
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干渉検討モデルの電波伝搬モデル
• 勧告ITU-R P.1411

• ①street canyonモデル
• 4.1 Models for propagation within street canyons
• 4.1.3 Site-specific model for NLoS situation

※）出典：Recommendation ITU-R P.1411-9（06/2017）より
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干渉検討モデルの電波伝搬モデル
• 勧告ITU-R P.1411

• ②over roof-topモデル
• 4.2 Models for propagation over roof-tops

• 同一周波数を使用する5G相互間の干渉検討の内、[基地局⇒移動局] [移動局⇒基地局] [基地
局⇔基地局]条件で適用

【計算条件】
[基地局⇔基地局] 
hr：5.999m
h1：6m
h2：5.998m
w：25m
φ：90度

【計算条件】
[基地局⇒移動局] 
hr：5.5m
h1：6m
h2：1.5m
w：25m
φ：90度

【計算条件】
[移動局⇒基地局] 
hr：2m
h1：1.5m
h2：6m、3m
w：25m
φ：90度

※）出典：Recommendation ITU-R P.1411-9（06/2017）より

5.5m
6m

1.5m
2m

3m , 6m

1.5m

5.999m
6m 5.998m
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干渉検討モデルの電波伝搬モデル
• 勧告ITU-R P.1411

• ②over roof-topモデル
• 4.2 Models for propagation over roof-tops
• 4.2.2.2 Suburban area

※）出典：Recommendation ITU-R P.1411-9（06/2017）より
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干渉検討モデルの電波伝搬モデル
• 勧告ITU-R P.1411

• ③below roof-top（near street level）モデル
• 4.3 Models for propagation between terminals located from below roof-top height 

to near street level
• 同一周波数を使用する5G相互間の干渉検討の内、[移動局⇔移動局] 条件で適用
• モデルの推奨周波数が2-26GHzレンジとなっているが、28GHzにおいても適用可能と想定して使用

【計算条件】
[移動局⇔移動局] 
Corner数：3（屋外⇒屋外）/2（屋外⇒屋内）
Corner角度：90度
Cornerまでの距離x11：屋外⇒屋外15m（屋外⇒屋内15m）
Cornerまでの距離x21：屋外⇒屋外45m（屋外⇒屋内30m）
Cornerまでの距離x12：屋外⇒屋外30m（屋外⇒屋内30m）
Cornerまでの距離x22：屋外⇒屋外30m（屋外⇒屋内15m）
Cornerまでの距離x13：屋外⇒屋外45m
Cornerまでの距離x23：屋外⇒屋外15m
hbTx：10m
hbRx：10m
hTx：1.5m
hRx：1.5m
a：25m
b：75m
c：25m
ビル密度n：1000/㎞2
平均建物高m：10m

※）出典：Recommendation ITU-R P.1411-9（06/2017）より

10m
1.5m1.5m

10m
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干渉検討モデルの電波伝搬モデル
• 勧告ITU-R P.1411

• ③below roof-top（near street level）モデル
• 4.3 Models for propagation between terminals located from below roof-top height 

to near street level
• 4.3.3 Site-specific model in residential environments

※）出典：Recommendation ITU-R P.1411-9（06/2017）より
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